Tokyo Metropolitan Aviation Network事業実施要領
平成27年7月31日

27産労商支第500号

改正　平成28年8月26日

28産労商創第1067号

改正　平成29年4月1日

29産労商創第123号

改正　平成30年4月１日
30産労商創第8号

改正　平成31年4月1日

31産労商創第23号
改正　令和2年4月1日
2産労商創第25号

（目的）

第１条　本事業は、航空機産業への参入を目指す都内中小企業等が、企業間の連携や関係機関等との情報交換を行うとともに、中小企業が有する高い技術力の積極的なＰＲや国内外からの関連する引き合いに対応する体制の確保を図ることにより、都内中小企業を中心とした航空機産業に係るビジネス・ネットワーク“Tokyo Metropolitan Aviation Network”（以下「TMAN」という。）の形成を促進し、もって航空機関連産業における継続的かつ安定的な受注の獲得に資することを目的とする。

（事業の内容）

第２条　本事業は、第１条の目的を達成するため、次の各号の活動を行う。

（１）参加企業間の連携の強化
（２）外部機関・他地域との連携の推進
（３）参加企業の人材育成
（４）地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターを通じた技術支援

（５）参加企業に関する情報の集約・整備
（６）TMANのPR
（７）各種展示会出展及びマッチング商談会参加への支援
（８）その他、本事業の目的を達成するために必要な活動
２　前項の活動を通じて生じる個々の商談、契約、投資等個別企業の案件については、各企業の判断と責任によりこれを行うものとし、この場合、都（都の業務受託者を含む。）は、一切の責任を負わないものとする。
（参加企業の資格）

第３条　本事業の参加者は、東京都航空機産業参入支援事業実施要綱（令和2年4月1日付2産労商創第24号改正）（以下「要綱」という。）第３の規定に定める者（以下「本会員」という。）及び第７条に定める者とする。
（本会員の構成）

第４条　本会員構成の５割以上は、都内中小企業とする。
（本会員の参加）

第５条　本会員となることを希望する者は、毎事業年度、別記様式第１号により都に申し込まなければならない。なお、当該者は、申し込んだ時点で、別記「Tokyo Metropolitan Aviation Network秘密情報取扱規約」（以下「別記規約」という。）の遵守に同意したものとする。
２　都は、前項により申し込んだ者が要綱第３の規定を満たすときは、別記様式第２号を交付し、本会員としての参加を承認する。ただし、前条の規定に抵触する場合、その他のやむを得ない事情がある場合には、この限りでない。
（本会員の参加の取りやめ）
第６条　本会員は、第３条に該当しなくなったときは、別記様式第３号により都に届け出て、本事業への参加を取りやめるものとする。その他の事情により本事業への参加を取りやめようとする場合も、また同様とする。
（賛助会員の資格）

第7条　都は、以下の各号の全てを満たす者を賛助会員とすることができる。

（１）中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条に定める中小企業者でない者
（２）本会の趣旨に賛同する者

（３）本会の事業の円滑な実施に継続的に協力しようとする者

（４）本会が協力を必要としている者

２　賛助会員への申込、承認及び参加の取りやめに係る手続きについては、第５条各項及び第６条で定める別記様式を準用して行う。
３　賛助会員へ申し込んだ者は、この時点で、別記「Tokyo Metropolitan Aviation Network秘密情報取扱規約」（以下「別記規約」という。）の遵守に同意したものとする。
（賛助会員の本事業への参加及び責務）

第８条　賛助会員は、本会員の活動に支障をきたさないものと認められる範囲において、本事業に参加することができる。
（不参加の指示）

第９条　都は、本会員及び賛助会員（これらを合わせて以下「会員」という。）のうち、次の各号の一に該当する者について、適切な是正の措置を講じるよう勧告を行ってもなお改善が認められない場合には、当該会員を本事業の活動に参加させないこととすることができる。
（１）本要領（別記規約を含む。）を遵守しない会員

（２）本会の事業を妨げ又は妨げようとした会員

（３）本会の事業の利用について不正の行為をした会員

（４）犯罪その他信用を失う行為をした会員

（５）その他、都が不適切と判断した会員

（会員情報の管理）

第１０条　都は、会員名簿を作成し、各会員の情報を管理する。
２　会員は、次の各号の一に該当するときは、都度、事務局に書面で届け出なければならない。
（１）氏名又は名称（法人及び機関等にあっては、名称及び代表者名）若しくは事業を行う場所を変更したとき
（２）事業の全部若しくは一部を休止し又は廃止したとき
（３）本会員が当該資格に該当しなくなったとき
（４）賛助会員が当該資格に該当しなくなったとき

（会員の責務）

第１１条　会員は、本事業への参加に当たり、以下の事項を遵守するものとする。
（１）本要領その他の本事業の実施に当たって都が定める事項に従うこと
（２）関係法令、条例及び規則等を遵守すること
（３）別記規約を遵守し、本事業への参加により知り得た情報について、他の会員の利益を損なうことがないよう秘密を保持すること。また、本事業に参加しなくなった後も、秘密を保持すること
（４）合理的な理由がある場合を除き、本事業の目的を達成するために必要な情報及び資料を提供し、本事業の効果的な遂行に協力すること
（５）本事業の実施を通じて得られる外部からの商談、引き合い等の案件に対し、誠意をもって速やかに対応すること
（作成物に関する権利の帰属）

第１２条　本事業の実施に伴い発生する作成物の所有権・著作権（著作者本人に必然的に帰属する権利は除く。）等の権利は、全て都に帰属する。
（事務局）

第１３条　本事業を実施するため、産業労働局商工部創業支援課に事務局を置く。ただし、事務局の業務は、委託することができる。
（その他）

第１４条　本要領は、会員に事前の通知なしに随時変更することができるものとする。

２　本要領で定めるもののほか、本事業の実施に当たり必要な事項は、都が別に定める。
附　則

この要領は、平成２７年７月３１日から施行する。

附　則

この要領は、決定の日から施行し、平成２８年４月１日に遡って適用する。

附　則
この要領は、平成２９年４月１日から施行する。

　　附　則
この要領は、平成３０年４月１日から施行する。

　　附　則

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

　　附　則

この要領は、令和２年４月１日から施行する。

別記
「Tokyo Metropolitan Aviation Network」秘密情報取扱規約
Tokyo Metropolitan Aviation Network事業（以下「本事業」）に参加する者は、以下の事項を遵守する。
第１条（目的）

　本事業の実施においては、より効果的かつ有効な情報交換を行う等の目的から、情報開示者と情報受領者との間で、第２条に定める秘密情報を授受することが必要になることがある。

本事業の参加者は、本誓約に定められた各条項を信義に則り誠実に履行し、情報開示者に不利益が生じないよう本誓約により、情報開示者の秘密情報の保持に努めることを目的とする。

　
第２条（秘密情報）

　本誓約における「秘密情報」とは、本事業に参加し活動することにより知り得る秘密情報を指す。

「秘密情報」とは、それを情報開示者が秘密情報と認識しているか否かに関わらず、許可あるいは通知なしの開示が情報開示者の利益を損ない得るものを指す。

例として、秘密情報は以下の内容を含むが、これに限定されるものではない。

(1) 情報開示者の及び情報開示者がその顧客から受領した図面、仕様書、製造工程のノウハウを含む技術情報

(2) 企業データ及び事業計画、価格資料、財務情報及び当該製品の適用

(3) 「秘密」又は「専有」と表示され、情報開示者から秘密保持対象に指定された書類

情報受領者とは、情報受領者が代表する企業、その支店、子会社、関連会社を全て含む。「代表」という言葉は情報受領者の役員、社員、代理人、財務・法務・その他の顧問を広く意味する。

ただし、以下の各号に該当する場合には、秘密情報に該当しないものとする。
(1)　相手側から開示を受ける前より既に保有していた情報
(2)　正当な手段により、第三者から受けた情報
(3)　公に公表されており、一般に入手可能な情報
(4)　情報開示者が事前に書面により公表を承認した情報
(5)　開示を受けた者が独自の方法により開発した情報
第３条 （秘密保持）
　本事業の参加者は、秘密情報については、善良なる管理者の注意をもって厳重に管理及び保持し、相手方の書面による承諾がある場合を除いて、これを複写・複製、その他秘密漏洩の疑いをもたれる行為をしてはならない。
２　秘密情報は、本事業の目的以外に使用しないこととし、事前に情報開示者の書面による承諾を得ることなく、情報開示者の秘密情報を、第三者に開示又は漏えいしてはならない。

第４条（転用禁止）

事前に情報開示者の書面による承諾を得ることなく、秘密情報を本事業の目的以外に転用及び流用してはならない。

第５条（秘密情報の返却）
　情報受領者は、本事業から参加を取りやめた場合又は情報開示者から要求を受けた場合は、受領した情報媒体若しくは物品等を直ちに返却するか又は情報開示者の指示に従い廃棄する。

第６条 （損害賠償）
　本誓約に違反して秘密情報を漏洩した場合には、情報開示者からその違反行為の差止め及び原状回復を請求され並びに損害賠償の請求をされることを理解し、本規約を遵守する。


第７条（参加を取りやめた後の秘密保持）
 本事業に参加している間本規約を遵守することに加え、参加を取りやめた後においても秘密保持の誓約を遵守する。[image: image1][image: image2.png]
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